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個人情報の
保護に関す
る制度の有
無 

包括的な法令は存在しない。個別の分野に適用される法令のうち代表的なものとして、
以下の法令が存在する。 
 銀行令（Banking Order 2006） 

- URL：
https://www.agc.gov.bn/AGC%20Images/LAWS/BLUV/BANKING%20ORDE
R,%202006.pdf 

- 施行状況：2006年3月4日施行 
- 対象機関： 国内の銀行事業者及びブルネイに支社・支店を有する国外の銀行

事業者 
- 対象情報： 

※ なお、包括的な法令である個人情報保護令（Personal Data Protection 
Order(“PDPO”)）が2022年半ばまでに制定される予定であり、制定の2年後に施
行されることが予定されている。PDPO草案は、パブリックコンサルテーション
手続を経ており、2021年12月3日にブルネイ情報通信技術産業局（AITI）の回答
が公表された。
（https://www.aiti.gov.bn/SiteCollectionDocuments/PDP/PRCP_AITI_0312202
1_FINAL.pdf） 

個人情報の
保護に関す
る制度につ

EUの十分性認定：なし 
APECのCBPRシステム：なし 

https://www.ushijima-law.gr.jp/attorneys/hiroyasu-kageshima
https://www.ushijima-law.gr.jp/attorneys/mitsuya-kosaka
https://www.ushijima-law.gr.jp/attorneys/takeyuki-tonoi
https://www.agc.gov.bn/AGC%20Images/LAWS/BLUV/BANKING%20ORDER,%202006.pdf
https://www.agc.gov.bn/AGC%20Images/LAWS/BLUV/BANKING%20ORDER,%202006.pdf
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いての指標
となり得る
情報 
OECD プラ
イバシーガ
イドライン
８原則に対
応する事業
者等の義務
又は本人の
権利 

OECDプライバシーガイドライン８原則に対応する事業者等の義務又は本人の権利に
ついては、以下のとおり。 

① 収集制限の原則 該当する規定は不見当である。 
② データ内容の原則 該当する規定は不見当である。 
③ 目的明確化の原則 該当する規定は不見当である。 
④ 利用制限の原則 該当する規定は不見当である。 
⑤ 安全保護の原則 該当する規定は不見当である。 
⑥ 公開の原則 該当する規定は不見当である。 
⑦ 個人参加の原則 該当する規定は不見当である。 
⑧ 責任の原則 該当する規定は不見当である。 

 

その他本人
の権利利益
に重大な影
響を及ぼす
可能性のあ
る制度 

 個人情報の域内保存義務に係る制度であって、本人の権利利益に重大な影響を及
ぼす可能性のあるもの 
－ 
 

 事業者に対し政府の情報収集活動への協力義務を課す制度であって、本人の権利
利益に重大な影響を及ぼす可能性のあるもの 
－ ブルネイの権限ある機関により、例えば以下のような法令に基づく調査又は規
制権限の発動として、個人データにアクセスされる可能性があります。 

法令 法的権限 
アクセスされる可能性

のあるデータの例 
汚 職 防 止 法 (Cap 
131) 

投資口座、銀行口座、投資信託口座、信託基
金口座などの口座の調査および検査、または
本法に基づく関係当局の承認を得て犯罪を犯
したと思われる者に関連する帳簿、書類、そ
の他の関連記事の提出を要求すること 

調査対象者の預金通帳
または口座明細書 

移民法(Cap 17) 第 28 条 - 身元、国籍、職業またはこの法律
に含まれる制限に関わる情報を入手し、該当
者が所持するそれらに関するすべての文書を
要求すること 

入国を目的としたパス
ポートや身分証明書、
またはそれに類する書
類 

第 39 条 この法律に基づく調査または訴願の
ために、証人を召喚し、文書の提出を要求す
ること 

2016 年環境保護・
管理令 

第 12 項 この命令またはそれに基づく規則の
規定に基づく義務に関連する、または関連す
ると合理的に考えられるあらゆる文書の提出
を要求し、そこから抜粋すること 

雇用契約を含む、調査
対象施設の居住者の個
人情報 

2018 年 安 全 ・ 健
康・環境国家機関令  

スケジュール 1 -職場の安全衛生、環境保
護、放射線管理に関連する事項に関して、あ
らゆる人に情報を要求し、協力・協働するこ
と 

労働安全関連事件に関
与した個人に関する個
人情報（雇用契約書を
含む） 
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2019 年石油公団令 第 47 条 石油採掘契約の当事者である者また
は所有権を有する者に対し、当局が要求する
情報または 文書の提出を求め、当局が必要
と考える情報または文書の提出を求めること 

石油産業に雇用される
個人の雇用契約（当局
以外） 

2020 年競争令 第 34 条 – 本競争令に基づき関連するとみな
される特定の文書または情報の提出を要求す
ること 

調査対象のサプライヤ
ー/消費者の情報（雇
用契約を含む） 

 

 
当事務所は、調査結果の正確性や妥当性について責任を負いませんので、調査結果のご利用は自ら
のご判断で行っていただきますようお願い申し上げます。 
 
牛島総合法律事務所による「外国の個人情報の保護に関する制度」の調査結果は以下に掲載してお
ります。 
https://ushijima-law.gr.jp/topics/foreign_pi_legislation/ 

https://ushijima-law.gr.jp/topics/foreign_pi_legislation/

